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1.  平成23年3月期の連結業績（平成22年4月1日～平成23年3月31日） 

 

(2) 連結財政状態 

 

(3) 連結キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年3月期 144,551 2.6 1,495 ― 2,015 92.9 716 ―
22年3月期 140,879 △8.5 △286 ― 1,044 △51.7 34 △96.2

（注）包括利益 23年3月期 723百万円 （871.8％） 22年3月期 74百万円 （―％）

1株当たり当期純利益 潜在株式調整後1株当たり
当期純利益

自己資本当期純利益
率

総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

23年3月期 42.19 ― 4.2 3.4 1.0
22年3月期 1.99 ― 0.2 1.7 △0.2

（参考） 持分法投資損益 23年3月期  ―百万円 22年3月期  ―百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

23年3月期 58,351 17,300 29.5 1,019.46
22年3月期 61,276 17,018 27.6 990.24

（参考） 自己資本   23年3月期  17,223百万円 22年3月期  16,941百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高
百万円 百万円 百万円 百万円

23年3月期 4,871 △1,361 △2,630 4,564
22年3月期 4,611 △2,553 △1,851 3,684

2.  配当の状況 

 

年間配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

22年3月期 ― 0.00 ― 20.00 20.00 342 1,004.6 2.0
23年3月期 ― 0.00 ― 20.00 20.00 337 47.4 2.0
24年3月期(予想) ― 0.00 ― 10.00 10.00 37.8

3.  平成24年3月期の連結業績予想（平成23年4月1日～平成24年3月31日） 
（％表示は、通期は対前期、第2四半期(累計)は対前年同四半期増減率）

 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 64,800 △5.0 △2,850 ― △2,550 ― △3,100 ― △182.45
通期 146,000 1.0 700 △53.2 1,300 △35.5 450 △37.2 26.48



4.  その他 
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） ： 無  

(2) 会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 

(3) 発行済株式数（普通株式） 

① 会計基準等の改正に伴う変更  ： 有
② ①以外の変更  ： 有

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 23年3月期 17,918,252 株 22年3月期 17,918,252 株
② 期末自己株式数 23年3月期 1,023,395 株 22年3月期 809,338 株
③ 期中平均株式数 23年3月期 16,990,840 株 22年3月期 17,312,393 株

（参考）個別業績の概要 

1.  平成23年3月期の個別業績（平成22年4月1日～平成23年3月31日） 

 

(2) 個別財政状態 

  

(1) 個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年3月期 113,825 △0.6 597 ― 1,339 62.8 243 △2.9
22年3月期 114,490 8.7 △898 ― 822 185.7 251 13.3

1株当たり当期純利益 潜在株式調整後1株当たり当期純
利益

円 銭 円 銭

23年3月期 14.36 ―
22年3月期 14.51 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

23年3月期 54,781 16,570 30.2 980.80
22年3月期 59,011 16,761 28.4 979.70

（参考） 自己資本 23年3月期  16,570百万円 22年3月期  16,761百万円

※ 監査手続の実施状況に関する表示 
 この決算短信は、金融商品取引法に基づく監査手続の対象外であり、この決算短信の開示時点において、金融商品取引法に基づく財務諸表の監査手続は
終了しておりません。 

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
 上記に記載した予想数値は、現時点で入手可能な情報に基づき判断した見通しであり、多分に不確定な要素を含んでおります。実際の業績等は、業況の変
化等により、上記予想数値と異なる場合があります。 
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(1）経営成績に関する分析 

当連結会計年度におけるわが国経済は、輸出による企業収益の回復や経済対策効果などにより緩やかな回復

基調が見られたものの、雇用環境の悪化、デフレ経済の進行、急激な円高など懸念材料も多く、景気の先行き

に不透明感を残す状態となりました。 

また、東日本大震災の影響により、東北地方を中心に甚大な被害をもたらしたほか、さらに福島第一原子力

発電所の問題も終息していないことから、先行きに懸念を残した状況が続いております。 

このような経営環境の中、当社グループは「すべての人を写真の未来へ」を念頭に、当社グループのお客様

を拡大すべく、商品・サービスの拡大に注力してまいりました。 

  

 ① 年賀状の拡販に注力しました。「写真付年賀状」では、「キタムラオリジナルデザイン」を追加しま

した。「印刷タイプの年賀状」では全店のプリンターを入替え、高品質・スピード仕上げを実現しま

した。ネットからの注文では、新たに「宛名印刷」「宛名ラベル印刷」のサービスを増やしました。 

 ② ご好評をいただいている「証明写真スタジオＫ」を既存のカメラのキタムラ店舗内に260ケ所展開しま

した。「高品質」と「快適な撮影環境」をより多くのお客様にご提供できるようになりました。 

 ③ 売上・客数拡大のために「スタジオマリオ」をさらに35店出店しました。そのうち、33店は「カメラ

のキタムラ」店舗内に併設出店しました。カメラのキタムラ内に併設出店したことで、従来よりカメ

ラのキタムラをご利用いただいているファミリー層のお客様にもご利用いただき、相乗効果が発揮で

きました。 

 ④ 「カメラのキタムラ」全店で安心して受け取れる「ＴＶショッピング」「ラジオショッピング」を開

始しました。 

 ⑤ 中古カメラの売上を拡大するために、「ネットオークション」を加速させ、掲載点数が1,000件を超え

るまでになりました。 

 ⑥ フォトブックのラインナップを増やしました。エコー写真などから作る「おなかのフォトブック」、

ブライダル専用の本格的な「デザイナーズ・フォトブック」を発売しました。また、ご好評をいただ

いている「ミニミニフォトブック」はケータイからでも簡単にご注文できるように利便性を高めまし

た。 

 ⑦ ケータイから直接プリントがご注文できるサービスを開始しました。 

 ⑧ 好調な「ＤＶＤダビングサービス」に、「内蔵記録式ビデオカメラ本体からのダビングサービス」「B

ｌｕ-ｒａｙディスクへのダビングサービス」を追加しました。また、設備を拡大し、受注体制も強化

しました。 

 ⑨ 好調な中古カメラ販売に加えて、「中古時計買取・再生販売」を開始しました。 

  

この結果、当連結会計年度において当社グループ（当社及び連結子会社）の実績は、売上高144,551百万円

（前年比2.6%増）、営業利益1,495百万円（前年は286百万円の営業損失）、経常利益2,015百万円（前年は

1,044百万円の経常利益）となりました。 

また当期純利益につきましては、716百万円（前年は34百万円の当期純利益）となりました。 

  

セグメントごとの業績は、以下のとおりです。 

（店舗販売） 

 デジタルカメラの販売単価の低下、記録メディアの低価格化と銀塩フィルムの市場縮小により、売上高が減

少傾向にある一方で、前年に新規出店した「スタジオマリオ」が堅調に伸びたこと、「写真付年賀状」及び

「印刷タイプの年賀状」が好調であったことにより売上高の増加要因となりました。 

 この結果、当連結会計年度での売上高は113,823百万円となり、1,355百万円のセグメント利益となりまし

た。 

  

（通信販売） 

 デジタル一眼レフカメラが好調に推移したこと、前年から取り扱いを始めた生活家電がエコポイント等の影

響で順調に販売実績を伸ばしたことにより売上高が増加しました。 

 この結果、当連結会計年度での売上高は14,847百万円となり、102百万円のセグメント利益となりました。 

  

（レンタル） 

 レンタルＣＤ及びＤＶＤの売場を強化したこと、競合店対策として「100円セール」を実施したことにより、

客数が前年を上回りレンタルの回転率が好調に推移しました。 

 この結果、当連結会計年度での売上高は5,295百万円となり、204百万円のセグメント利益となりました。 

１．経営成績
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（服飾卸販売） 

 主力商品である「ＯＵＴＤＯＯＲ ＰＲＯＤＵＣＴＳ」の卸販売が好調であったこと、今期から取得したサブ

ライセンシーによるロイヤリティの増加により売上高が増加しました。 

 この結果、当連結会計年度での売上高は1,455百万円となり、284百万円のセグメント利益となりました。 

  

（その他）  

 医療用機器販売事業等を行なっております。  

 当連結会計年度での売上高は9,128百万円となり、349百万円のセグメント利益となりました。 

  

(事業部門別販売実績)   

当連結会計年度における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。   

 (注) 本表の金額には、消費税等は含まれておりません。  

  

(2）財政状態に関する分析 

 ① 資産、負債及び純資産の状況 

 1）資産 

 当連結会計年度末の総資産につきましては58,351百万円となり、前連結会計年度末比2,924百万円の減少と

なりました。これは主に売掛債権回収期日の変更により売掛金が824百万円減少したこと及び、震災の影響に

よる売上高減少により、テナント店舗の売上債権、商品販売リベート等が771百万円減少したこと等があげら

れます。 

 2）負債 

 負債の部につきましては41,050百万円となり、前連結会計年度末比3,207百万円の減少となりました。これ

は主に、在庫調整による仕入債務の減少に伴う支払手形1,843百万円及び、長期借入金2,374百万円が減少した

こと等があげられます。 

 3）純資産 

 純資産につきましては17,300百万円となり、前連結会計年度末比282百万円の増加となりました。これは主

に利益剰余金の増加によるものです。この結果、自己資本比率は29.5％となりました。 

セグメントの名称 事業部門 
当連結会計年度 

（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

前年同期比（％） 

店舗販売（百万円）  

プリント部門  47,857  －

映像情報機器部門  46,693  －

写真用品部門  16,416  －

その他サービス部門   2,856  －

店舗販売計（百万円）   113,823  －

通信販売（百万円）  －  14,847  －

通信販売計（百万円）   14,847  －

レンタル（百万円）  －  5,295  －

レンタル計（百万円）    5,295  －

服飾卸販売（百万円）  －  1,455  －

服飾卸販売計（百万円）    1,455  －

報告セグメント計（百万円）     135,422  －

その他（百万円） －  9,128  －

合計（百万円）  144,551  －
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 ② キャッシュ・フローの状況 

  当連結会計年度における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、長期借入金の返済

による支出、仕入債務の減少額及び有形固定資産の取得による支出等の要因により一部相殺されたものの、税

金等調整前当期純利益1,428百万円(前年同期比193.4％増）と増加したことや長期借入による収入及び減価償

却費等により前連結会計年度に比べ880百万円（前年同期比23.9%増）増加し、当連結会計年度末には、4,564

百万円となりました。  

  

  当連結会計年度における各キャッシュ・フローとそれらの要因は、次のとおりであります。  

(営業活動によるキャッシュ・フロー)  

 営業活動により獲得した資金は4,871百万円（前年同期4,611百万円の収入）となりました。これは、主に仕

入債務の減少額1,722百万円及び法人税等の支払額519百万円による減少要因があったものの、税金等調整前当

期純利益1,428百万円及び減価償却費2,803百万円、売上債権の減少額794百万円による資金の増加要因があっ

たこと等によるものであります。 

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

 投資活動の結果使用した資金は1,361百万円(前年同期2,553百万円の支出)となりました。これは、主に定期

預金の払戻しによる収入708百万円及び敷金及び保証金の回収による収入623百万円による資金の増加要因があ

ったものの、新規出店等による有形固定資産の取得による支出1,390百万円及び受注オーダーシステムの機能

強化による無形固定資産の取得による支出645百万円による資金の減少要因があったこと等によるものであり

ます。 

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

 財務活動の結果使用した資金は2,630百万円（前年同期1,851百万円の支出)となりました。これは、主に長

期借入による収入5,880百万円及び短期借入金純増減額による収入400百万円による資金の増加要因があったも

のの、長期借入金の返済による支出8,254百万円及び配当金の支払額342百万円による資金の減少要因があった

こと等によるものであります。 

（参考） キャッシュ・フロー関連指標の推移 

 （注）１．各指標の算定方法は以下のとおりであります。 

自己資本比率              ： 自己資本／総資産 

時価ベースの自己資本比率        ： 株式時価総額／総資産 

キャッシュ・フロー対有利子負債比率   ： 有利子負債／営業キャッシュ・フロー 

インタレスト・カバレッジ・レシオ（倍） ： 営業キャッシュ・フロー／利払い 

２．平成20年３月期及び、平成21年３月期のキャッシュ・フロー対有利子負債比率及びインタレスト・カバレッ

ジ・レシオについては、営業キャッシュ・フローがマイナスであるため記載しておりません。 

３．各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により算出しております。 

４．株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式総数（自己株式控除後）により算出しております。 

   ５．営業キャッシュ・フローは連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを使用して

おります。有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対

象としております。また、利払いについては、連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用してお

ります。 

  平成19年３月期 平成20年３月期 平成21年３月期 平成22年３月期 平成23年３月期

自己資本比率（％）  21.7  25.2  27.4  27.6  29.5

時価ベースの自己資本比率（％）  21.6  16.9  11.4  11.8 16.2 

キャッシュ・フロー対有利子負債比率

（年） 
 3.3 － － 4.0  3.3

インタレスト・カバレッジ・レシオ

（倍） 
 33.4  － － 16.7  19.8
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(3）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

 当社は、株主各位への安定的な配当継続を実施することを経営の最重要政策の一つとして位置づけております。競

争力を維持・強化し集客力の増大を図るとともに、業績に裏付けられた成果の配分を行うことを基本方針としており

ます。 

 当期の期末配当につきましては、普通配当１株につき年間配当金20円を実施させていただく予定であります。 

 次期の１株当たりの配当金は、年間配当金（期末）10円を予定しております。今後は競争力を高めることや市場ニ

ーズに応える商品開発、さらに効率的な新規出店等に有効投資してまいりたいと存じます。これは、将来の利益に貢

献し、かつ株主各位への安定的な配当に寄与するものと考えております。株主価値の向上に向け、基本方針に基づく

具体的な目標として、連結ベースで「配当性向30％」を定め、継続的な利益還元に努めてまいります。 

 なお、現状中間配当の実施の予定はありませんが、中間配当も重要な株主還元と考えており、継続的な中間配当の

実施についても検討して参りたいと考えております。 

(4）事業等のリスク 

 以下において、当社の事業展開その他に関するリスク要因となる可能性があると考えられる主な事項を記載してお

ります。なお、当社は、これらのリスク発生の可能性を認識した上で、発生の回避及び発生した場合の対応に努める

方針でありますが、本株式に関する投資判断は、本項及び本書中の本項以外の記載内容も併せて、慎重に検討した上

でおこなわれる必要があります。 

 なお、文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において、当社が判断したものであります。  

１）競合等の影響について  

 当社は、映像機器部門の販売において主に大手家電量販事業者等と、プリント部門において大手プリント事業者等

とそれぞれ競合関係にあります。デジタルカメラの販売に関しては、当社店舗の近隣への大手家電量販事業者の大規

模店舗等の出店が増加した場合、インターネットを利用する量販業者による取扱いが増加した場合など、また、デジ

タルカメラを含めた部門に比し、売上総利益率の相対的に高いプリントの販売に関しては、品質面等で競合他社との

差別化が困難となりプリント単価が下落した場合など、今後競合が激化した場合、当社の業績に影響を及ぼす可能性

があります。 

 また、当社は既に全国に出店しており、今後当社が新規に出店する店舗が当社の既存店舗と近接し、競合する可能

性があります。 

２）出退店政策等について  

  ①出退店政策について 

 当社の店舗の場合、立地場所や店舗規模等により投資額が異なるものの、通常１店舗の出店にあたり、ミニラボ等

の設備投資を含め、70百万円程度を要します。当社は、現在赤字店舗も存在していること等を踏まえた出店政策を進

めてまいりますが、仮に出店店舗の売上高が計画通り確保できない等の場合には、当社の業績に悪影響を及ぼす可能

性があります。また、収益力の低下した店舗等については、今後の収益見通し等を踏まえ、退店を行う方針でありま

すが、退店に伴う固定資産除却損やリース契約解約損等の一時費用が発生する可能性があります。 

  ②店舗の土地及び建物の賃貸について 

 当社は主に、店舗の土地及び建物を賃借する方式で出店しており、出店時に、土地等所有者に対して、敷金・保証

金及び建設協力金として、資金の差入れを行っており、建設協力金は、当社が月々支払う賃借料との相殺により回収

しております。 

 当社は、新規出店の場合は、対象物件の権利関係等の確認を行っておりますが、土地所有者である法人、個人が破

綻等の状態に陥り、土地等の継続的使用や債権の回収が困難となった場合には、当社の業績に影響を及ぼす可能性が

あります。 

 また、当社が締結している土地等に係る長期賃借契約のうち、当社の事情により中途解約する場合、当社が代替借

主を紹介することを敷金・保証金等の返還条件としているものがあります。そのため、当社の事情により中途解約す

る場合に新たな代替借主を紹介できないことにより、敷金・保証金等を放棄せざるを得ず、損失が発生する可能性が

あるとともに、当該損失の発生に対する懸念から退店の意思決定が躊躇され、タイムリーな退店が出来なくなること

により、業績に悪影響を及ぼす可能性があります。  
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３）委託店について 

 当社の店舗の中には、当社の従業員でない者に業務委託契約によって、店長業務を委託している委託店が含まれま

す。委託店の運営を委託する対象者は、当社の従業員で年齢30～55才、勤続５年以上である者等で、独立した経営者

として委託店の運営ができると判断した者です。契約期間につきましては１年で、それ以降については特別な事情が

ない限り１年間自動更新であります。 

 委託店経営者は、当社が所有する店舗の店長として、当社の管理下に置かれますが、店舗の従業員は独自に雇用い

たします。 

 当社はその店舗の売上総利益の一定割合を業務委託料として、「販売費及び一般管理費」の「支払手数料」で支払

っております。 

 平成23年3月期末の委託店舗数は165店舗であり、今後も店舗活性化策の一貫として、既存店の委託店への転換を順

次推進していく方針であります。そのため、委託店の業績や今後の契約更新の条件によっては、当社の業績に影響を

及ぼす可能性があります。 

４）当社グループの事業展開等について  

 当社グループは、当社のほか、子会社８社から構成されております。これらは、当社からの分社化による事業の自

立化等を目的として設立もしくは子会社化したもの等でありますが、当社の狙いどおりに各子会社が機能しない等の

場合には、当社グループの事業展開や業績に影響を及ぼす可能性があります。 

５）個人情報について 

 当社は、店頭販売事業、通信販売事業及びレンタル事業に際して個人情報を取得しております。当社では個人情報

の管理に十分留意しており、現在まで顧客情報の流出による問題は発生しておりませんが、今後、何らかの原因によ

り顧客情報が流出した場合には、当社への損害賠償請求や信用の低下等により、当社の経営成績及び今後の事業展開

が影響を受ける可能性があります。  

６）減損会計について 

 当社グループ店舗は主に土地及び建物を賃借しており、また店内設備のＰＯＳレジやミニラボについてはリース契

約を締結しております。当社グループは主として店舗を基本単位としてグルーピングをしておりますが、資産グルー

プに減損の兆候が生じた場合、減損損失の計上を行う可能性があります。 

 なお、平成23年３月期においては132百万円の減損損失を計上しております。 

  

(5）次期の見通し 

 次期の見通しにつきましては、震災・原発事故・節電による消費マインドの落ち込み、海外からの旅行客の減少

等、景気の低迷が予想されます。  

  このような環境下ではありますが、当社は成長発展に向けて、以下のことを推進してまいります。  

  ①ＳＣ店の売上拡大のための店舗リニューアルを実施（100店舗を計画） 

  ②スタジオマリオの出店（既存のカメラのキタムラ店舗併設を中心に40店舗を計画） 

  ③既存のカメラのキタムラでスマートフォンの販売とサービス開発を推進する 

  ④インターネットでの商品販売を強化（2011年４月28日、楽天市場にカメラのキタムラを出店） 

  ⑤「中古時計買取・再生販売」の拠点の拡大 

  ⑥写真やアルバム等のデータ変換・保存サービス（2011年４月18日開始） 

 以上の積極的な投資を行い、今後の成長発展に努めてまいります。  
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 当社グループは、当社及び子会社８社により構成されており、店舗販売事業、通信販売事業、レンタル事業、服飾卸

販売事業とその他事業を営んでおります。 

  

 ①店舗販売事業 

  映像・写真関連商品の販売店舗を展開しております。 

 ②通信販売事業 

  映像・写真関連商品を含む生活家電のインターネット等による通信販売を行っております。 

 ③レンタル事業 

 カルチュア・コンビニエンス・クラブ㈱のフランチャイジーとして「ＴＳＵＴＡＹＡ」事業を行っております。 

④服飾卸販売事業 

 「ＯＵＴＤＯＯＲ ＰＲＯＤＵＣＴＳ」を主な取扱商品として輸入卸販売を行っております。 

⑤その他事業 

 映像写真関連商品の卸販売、レントゲンフィルム・医療用機器等の販売、㈱ピーシーデポコーポレーションのフラ

ンチャイジーとして「ＰＣ ＤＥＰＯＴ」事業等を行っております。 

  

 また、㈱キタムラビジネスソリューションは、グループのシェアード・サービス会社として、コスト低減・サービ

ス・レベルの向上・内部統制強化を目的として、経理総務事務代行業務及び情報システムサポートを行っております。

  

 企業集団の状況について事業系統図を示すと次のとおりであります。  

  

 

（注）㈱キタムラビジネスソリューションは、㈱キタムラ経理が平成22年４月１日付けで 

   ㈱トランスフォーメーションを吸収合併し、同日付けにて商号変更したものであります。 

２．企業集団の状況
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(1）会社の経営の基本方針 

 当社グループは「カメラのキタムラ」「写真スタジオマリオ」を全国に1,300店展開し、「カメラのキタムラ」で

は店頭での写真現像サービスを提供できる世界最大のチェーン店となりました。 

 その経営資源を生かし写真に関するすべてにおいて出店地域で一番のシェアを目指すことで、お客様より「写真の

ことならキタムラへ」と信頼を得られるよう、サービスの提供に努めてまいります。 

 また写真文化を育て続け、写真の好きな方に愛される企業になるべく、写真事業を通じて社会貢献を進めてまいり

ます。 

(2）目標とする経営指標 

 経営基盤と財務体質の強化を図り、企業価値の最大化に努めます。これを実現するために、安定的な利益達成と投

資効率のバランスを重要な指標と捉え、総資本経常利益率の向上をめざします。 

(3）中長期的な会社の経営戦略 

 ５つの基本戦略を強力に推進します。 

   1）「写真のオンリーワン企業」をめざす 

   2）ＥＳ（従業者満足）を通じてＣＳ（お客様満足）を実現する 

   3）写真領域を拡大して新しい商品とサービスを創る 

   4）スマートフォンの販売とサービス開発を推進する 

   5）写真事業を通じて社会に貢献する 

(4）会社の対処すべき課題 

 ①現状の認識について 

 小売業界におきましては、雇用情勢や所得環境等は引き続き厳しく、先行き不透明な経済状況が続くことが予

想され、当社グループを取り巻く環境も引き続き厳しい状況が続くことが予想されます。 

 このような情勢の下、当社及び子会社といたしましては、今後も一段と厳しさが増すと予想される価格競争に

勝ち、生き残る事ができる強い体質作りに継続して取り組む所存でおります。 

 ②対処すべき課題 

 スマートフォンの出現により、デジタルカメラと同様にスマートフォンの販売にも力を入れていきます。ま

た、写真やアルバムをＤＶＤやフォトブックに変換したり、スマートフォンで楽しんだりと写真の楽しみ方・残

し方を開発していきます。 

３．経営方針
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４．連結財務諸表 
（１）連結貸借対照表 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成23年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 4,907 5,397

受取手形及び売掛金 6,080 5,285

商品 12,332 11,906

原材料及び貯蔵品 1,022 1,047

前払費用 700 726

繰延税金資産 431 533

未収入金 3,976 3,205

その他 81 121

貸倒引当金 △87 △40

流動資産合計 29,444 28,183

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 12,918 13,263

減価償却累計額 △8,211 △8,974

建物及び構築物（純額） 4,706 4,289

機械装置及び運搬具 897 989

減価償却累計額 △421 △588

機械装置及び運搬具（純額） 475 401

工具、器具及び備品 7,779 7,631

減価償却累計額 △5,851 △5,928

工具、器具及び備品（純額） 1,928 1,702

土地 5,638 5,576

リース資産 548 840

減価償却累計額 △214 △395

リース資産（純額） 334 445

建設仮勘定 1 13

有形固定資産合計 13,084 12,428

無形固定資産   

ソフトウエア 2,257 1,985

その他 729 714

無形固定資産合計 2,986 2,699

投資その他の資産   

投資有価証券 623 506

長期貸付金 22 26

長期前払費用 453 372

繰延税金資産 2,540 2,377

敷金及び保証金 10,705 10,524

仕入先長期積立金 1,404 1,226

その他 99 100

貸倒引当金 △87 △92

投資その他の資産合計 15,761 15,041

固定資産合計 31,832 30,168

資産合計 61,276 58,351
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（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成23年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 16,227 14,466

短期借入金 1,700 2,100

1年内返済予定の長期借入金 7,590 6,827

1年内償還予定の社債 40 －

未払金 1,601 1,068

リース債務 146 218

未払法人税等 450 568

未払消費税等 106 373

未払費用 1,772 2,047

賞与引当金 817 1,020

役員賞与引当金 10 10

その他 178 177

流動負債合計 30,640 28,878

固定負債   

長期借入金 8,890 7,279

リース債務 203 248

退職給付引当金 2,785 3,063

役員退職慰労引当金 533 573

商品保証引当金 － 157

資産除去債務 － 123

負ののれん 940 470

その他 263 257

固定負債合計 13,617 12,172

負債合計 44,258 41,050

純資産の部   

株主資本   

資本金 2,852 2,852

資本剰余金 2,419 2,419

利益剰余金 12,065 12,440

自己株式 △440 △539

株主資本合計 16,896 17,172

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 45 51

その他の包括利益累計額合計 45 51

少数株主持分 76 77

純資産合計 17,018 17,300

負債純資産合計 61,276 58,351
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（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書 
（連結損益計算書） 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

売上高 140,879 144,551

売上原価 89,285 92,007

売上総利益 51,593 52,543

販売費及び一般管理費   

広告宣伝費 1,735 1,885

給料及び手当 15,856 16,236

賞与引当金繰入額 774 957

役員賞与引当金繰入額 10 10

退職給付費用 471 524

役員退職慰労引当金繰入額 88 74

福利厚生費 2,615 2,824

賃借料 10,293 9,915

減価償却費 2,303 2,212

支払手数料 5,652 5,755

貸倒引当金繰入額 1 2

その他 12,076 10,650

販売費及び一般管理費合計 51,880 51,048

営業利益又は営業損失（△） △286 1,495

営業外収益   

受取利息 32 11

受取配当金 10 10

受取手数料 91 95

受取保証料 728 －

仕入割引 122 103

負ののれん償却額 470 470

その他 244 180

営業外収益合計 1,698 871

営業外費用   

支払利息 274 259

支払手数料 39 44

売上割引 0 8

貸倒引当金繰入額 － 8

その他 52 30

営業外費用合計 366 351

経常利益 1,044 2,015
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（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

特別利益   

固定資産売却益 210 0

貸倒引当金戻入額 18 49

特別利益合計 229 49

特別損失   

固定資産売却損 199 1

固定資産除却損 410 80

減損損失 80 132

災害による損失 － 168

投資有価証券評価損 0 126

リース解約損 13 0

事業構造改善費用 58 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 63

過年度商品保証引当金繰入額 － 61

その他 23 1

特別損失合計 787 636

税金等調整前当期純利益 486 1,428

法人税、住民税及び事業税 474 654

法人税等調整額 2 56

法人税等合計 476 710

少数株主損益調整前当期純利益 － 717

少数株主利益又は少数株主損失（△） △24 1

当期純利益 34 716
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（連結包括利益計算書） 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

少数株主損益調整前当期純利益 － 717

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 － 5

その他の包括利益合計 － 5

包括利益 － 723

（内訳）   

親会社株主に係る包括利益 － 722

少数株主に係る包括利益 － 1
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（３）連結株主資本等変動計算書 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 2,852 2,852

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 2,852 2,852

資本剰余金   

前期末残高 2,419 2,419

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 2,419 2,419

利益剰余金   

前期末残高 12,381 12,065

当期変動額   

剰余金の配当 △350 △342

当期純利益 34 716

当期変動額合計 △315 374

当期末残高 12,065 12,440

自己株式   

前期末残高 △269 △440

当期変動額   

自己株式の取得 △171 △98

当期変動額合計 △171 △98

当期末残高 △440 △539

株主資本合計   

前期末残高 17,383 16,896

当期変動額   

剰余金の配当 △350 △342

当期純利益 34 716

自己株式の取得 △171 △98

当期変動額合計 △487 275

当期末残高 16,896 17,172

㈱キタムラ（２７１９）　平成23年３月期　決算短信

- 14 -



（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 △21 45

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 66 5

当期変動額合計 66 5

当期末残高 45 51

その他の包括利益累計額合計   

前期末残高 △21 45

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 66 5

当期変動額合計 66 5

当期末残高 45 51

少数株主持分   

前期末残高 102 76

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △26 1

当期変動額合計 △26 1

当期末残高 76 77

純資産合計   

前期末残高 17,465 17,018

当期変動額   

剰余金の配当 △350 △342

当期純利益 34 716

自己株式の取得 △171 △98

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 40 6

当期変動額合計 △447 282

当期末残高 17,018 17,300
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益 486 1,428

減価償却費 2,939 2,803

減損損失 80 132

負ののれん償却額 △470 △470

貸倒引当金の増減額（△は減少） △60 △42

賞与引当金の増減額（△は減少） △176 203

役員賞与引当金の増減額（△は減少） 2 －

退職給付引当金の増減額（△は減少） 162 277

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 24 39

商品保証引当金の増加額（△は減少） － 157

受取利息及び受取配当金 △42 △21

支払利息 274 259

投資有価証券評価損益（△は益） 0 126

固定資産売却損益（△は益） △10 1

固定資産除却損 280 64

災害損失 － 168

売上債権の増減額（△は増加） 134 794

たな卸資産の増減額（△は増加） 1,227 371

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 63

その他の資産の増減額（△は増加） 403 711

仕入債務の増減額（△は減少） 1,394 △1,722

その他の負債の増減額（△は減少） △930 223

その他 106 51

小計 5,828 5,623

利息及び配当金の受取額 29 14

利息の支払額 △276 △245

法人税等の支払額 △969 △519

営業活動によるキャッシュ・フロー 4,611 4,871

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △727 △318

定期預金の払戻による収入 600 708

有形固定資産の取得による支出 △2,762 △1,390

有形固定資産の売却による収入 442 9

無形固定資産の取得による支出 △739 △645

無形固定資産の売却による収入 0 －

敷金及び保証金の差入による支出 △388 △461

敷金及び保証金の回収による収入 1,154 623

貸付けによる支出 △2 △36

貸付金の回収による収入 3 6

投資その他の資産の増減額（△は増加） △136 142

投資活動によるキャッシュ・フロー △2,553 △1,361
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（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △1,100 400

長期借入れによる収入 7,500 5,880

長期借入金の返済による支出 △7,517 △8,254

社債の償還による支出 △70 △40

自己株式の取得による支出 △171 △98

ファイナンス・リース債務の返済による支出 △141 △175

配当金の支払額 △350 △342

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,851 △2,630

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 206 880

現金及び現金同等物の期首残高 3,478 3,684

現金及び現金同等物の期末残高 3,684 4,564
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 該当事項はありません。 

   

  

(5）継続企業の前提に関する注記

(6）連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

  
前連結会計年度 

（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項 (1）連結子会社の数     ９社 
連結子会社名 
 ㈱ラボネットワーク 
 ㈱キタムラトレードサービス 
 ㈱ビコムキタムラ 
 ㈱ピクチャリングオンライン 
 ㈱キタムラメディカル 
 ㈱キタムラピーシーデポ 
 ㈱キタムラ経理 
 ㈱トランスフォーメーション 
 ㈱ラボ生産 
 前連結会計年度において連結子会社で
あった㈱日本写真物流は、当連結会計年
度において清算したことに伴い連結の範
囲から除外しております。但し、清算結
了（平成21年9月）までの損益計算書に
ついては連結財務諸表に含めておりま
す。 
 なお、㈱メディアラボＮＥＸＴは、平
成21年４月１日付けにて㈱ラボ生産に商
号変更しております。 
 また、㈱キタムラ経理は、平成22年４
月１日付けにて㈱トランスフォーメーシ
ョンを吸収合併し、㈱キタムラビジネス
ソリューションに商号変更しておりま
す。 

(1）連結子会社の数     ８社 
連結子会社名 
 ㈱ラボネットワーク 
 ㈱キタムラトレードサービス 
 ㈱ビコムキタムラ 
 ㈱ピクチャリングオンライン 
 ㈱キタムラメディカル 
 ㈱キタムラピーシーデポ 
 ㈱キタムラビジネスソリューション 
 ㈱ラボ生産 
 前連結会計年度において連結子会社で
あった㈱トランスフォーメーションは、
平成22年４月１日付けにて連結子会社で
ある株式会社キタムラ経理に吸収合併さ
れたため、連結子会社が１社減少いたし
ました。 
 なお、株式会社キタムラ経理は、同日
付けにて株式会社キタムラビジネスソリ
ューションに商号変更しております。 

  (2）非連結子会社の名称等 
 非連結子会社はありません。 

(2）非連結子会社の名称等 
 非連結子会社はありません。 

２．持分法の適用に関する事
項 

 非連結該当子会社及び関連会社がないた
め、持分法は適用しておりません。  

同左 

３．連結子会社の事業年度等
に関する事項 

 連結子会社の事業年度の末日は、連結決
算日と一致しております。 

同左 

４．会計処理基準に関する事

項 

    

(1）重要な資産の評価基準

及び評価方法 

イ．有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 
 決算日の市場価格等に基づく時価
法（評価差額は全部純資産直入法に
より処理し、売却原価は移動平均法
により算定） 

イ．有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

  時価のないもの 

 移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

  ロ．たな卸資産 

商品、原材料 

 主として移動平均法による原価法

（貸借対照表価額は収益性の低下に基

づく簿価切下げの方法により算定）  

ロ．たな卸資産 

商品、原材料 

同左 

  貯蔵品 

 最終仕入原価法（貸借対照表価額は
収益性の低下に基づく簿価切下げの方
法により算定） 

貯蔵品 

同左 

      ―――――― ハ．デリバティブ取引により生ずる債権及

び債務  

時価法  
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前連結会計年度 

（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

(2）重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

イ．有形固定資産（リース資産を除く） 

建物(建物附属設備は除く) 

ａ 平成10年３月31日以前に取得したもの 
旧定率法によっております。 

ｂ 平成10年４月１日から平成19年３月31

日までに取得したもの 

旧定額法によっております。 

ｃ 平成19年４月１日以降に取得したもの 

定額法によっております。 

イ．有形固定資産（リース資産を除く） 

建物(建物附属設備は除く) 

同左 

  建物以外 

ａ 平成19年３月31日以前に取得したもの 

旧定率法によっております。 

ｂ 平成19年４月１日以降に取得したもの 

定率法によっております。 

 なお、主な耐用年数は以下のとおりで

あります。 

 建物及び構築物 ３～47年 

 器具備品    ２～20年 

建物以外 

同左 

  ロ．無形固定資産（リース資産は除く） 

 定額法を採用しております。 

 なお、自社利用のソフトウェアについ
ては、社内における利用可能期間（５
年）に基づいております。 

ロ．無形固定資産（リース資産は除く） 

同左 

  ハ．リース資産  

  リース期間を耐用年数とし、残存価額
を零とする定額法を採用しております。

  
    なお、所有権移転外ファイナンス・リ
ース取引のうち、リース取引開始日が平
成20年３月31日以前のリース取引につい
ては、通常の賃貸借取引に係る方法に準
じた会計処理によっております。  

ハ．リース資産  

同左 

(3）重要な引当金の計上基

準 

イ．貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備えるた
め、一般債権については貸倒実績率によ
り、貸倒懸念債権等特定の債権について
は個別に回収可能性を勘案し、回収不能
見込額を計上しております。 

イ．貸倒引当金 

同左 

  ロ．賞与引当金 

 従業員の賞与の支払いに備えるため、
支給見込額に基づき計上しております。

ロ．賞与引当金 

同左 

  ハ．役員賞与引当金 

  役員賞与の支出に備えて、当連結会計

年度における支給見込額に基づき計上し

ております。  

ハ．役員賞与引当金 

同左 
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前連結会計年度 

（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

  ニ．退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備えるため、当連
結会計年度末における退職給付債務及び
年金資産の見込額に基づき計上しており
ます。 

  数理計算上の差異は、各連結会計年度
の発生時における従業員の平均残存勤務
期間以内の一定の年数（５年）による定
額法により按分した額をそれぞれ発生の
翌連結会計年度から費用処理することと
しております。 

  過去勤務債務は、主に発生時に一括処
理しております。 

ニ．退職給付引当金 

同左 

  ホ．役員退職慰労引当金  

  当社及び一部の連結子会社は、役員の
退職慰労金支出に備えるため、規程に基
づく期末要支給額を計上しております。

ホ．役員退職慰労引当金  

同左 

        ―――――― へ．商品保証引当金 

 販売商品の保証に基づく修理費用の支

出に備えるため、過去の実績に基づき将

来の保証見込額を計上しております。 

（会計処理の変更） 

 従来、販売商品の保証に関する修理費

用は、支出時に費用として計上しており

ましたが、当該サービスを開始してから

一定期間が経過し、修理実績のデータが

揃ったこと等により、将来の修理費用が

合理的に見積り可能となったことから、

当連結会計年度より保証見込額を商品保

証引当金として計上しております。 

 この変更に伴い、従来の方法に比較し

て、売上総利益、営業利益及び経常利益

はそれぞれ95百万円減少し、税金等調整

前当期純利益は157百万円減少しており

ます。  

(4）消費税等の会計処理  税抜方式によっております。 同左 

５．連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項 

 連結子会社の資産及び負債の評価方法は
全面時価評価法によっております。 

同左 

６．のれん及び負ののれんの

償却に関する事項 

 のれん及び負ののれんは、原則として発
生年度より５年間で均等償却し、僅少なも
のは発生年度に全額損益として処理してお
ります。 

同左 

７．連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範囲

 手許現金、随時引き出し可能な預金及び
容易に換金可能であり、かつ、価値の変動
について僅少なリスクしか負わない取得日
から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期
投資からなっております。 

同左 
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(7）連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

前連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

―――――― （1）資産除去債務に関する会計基準の適用 

 当連結会計年度より、「資産除去債務に関する会計基

準」（企業会計基準第18号 平成20年３月31日）及び「資

産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準

適用指針第21号 平成20年３月31日）を適用しておりま

す。 

 これにより、当連結会計年度の営業利益、経常利益はそ

れぞれ16百万円減少し、税金等調整前当期純利益は、80百

万円減少しております。また、当会計基準等の適用開始に

よる資産除去債務の変動額は123百万円であります。 

（2）５年間保証に係る収入及び修理費用の会計処理基準の

変更 

 販売商品の５年間保証に係る収入は、従来、販売促進を

目的とした副次的なサービスとしてとらえ、営業外収益

（受取保証料）として処理しておりました。 

 当該サービス内容を前連結会計年度中に充実させ、新た

なビジネスモデルとして再定義した結果、当連結会計年度

において収入金額の重要性が高まってきたため、当連結会

計年度より当該サービスに係る収入を売上高に含めて処理

することにいたしました。 

 これに伴い、当該サービスに係る修理費用は販売費及び

一般管理費から売上原価に含めて処理することにいたしま

した。 

 これにより、当連結会計年度の売上高は743百万円、売上

総利益は388百万円増加し、営業利益は743百万円増加して

おります。 

 なお、経常利益及び税金等調整前当期純利益への影響は

ありません。また、セグメント情報に与える影響は、当該

箇所に記載しております。 

(8）表示方法の変更

前連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

―――――― （連結損益計算書） 

 当連結会計年度より、「連結財務諸表に関する会計基

準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）に基づく

「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の

一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日 内閣府令

第５号）の適用により、「少数株主損益調整前当期純利

益」の科目で表示しております。  

―――――― （連結包括利益計算書） 

 当連結会計年度より、「包括利益の表示に関する会計基

準」（企業会計基準第25号 平成22年６月30日）を適用し

ております。ただし、「その他の包括利益累計額」及び

「その他の包括利益累計額合計」の前連結会計年度の金額

は、「評価・換算差額等」及び「評価・換算差額等合計」

の金額を記載しております。 
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(9）連結財務諸表に関する注記事項

（連結貸借対照表関係）

前連結会計年度 
（平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成23年３月31日） 

※１．担保に供している資産及びこれに対応する債務は

次のとおりであります。 

※１．担保に供している資産及びこれに対応する債務は

次のとおりであります。 

（１）担保に供している資産 （１）担保に供している資産 

建物及び構築物 216百万円 

土地 2,867  

投資有価証券 3  

計 3,087  

建物及び構築物 191百万円 

土地 2,806  

投資有価証券 2  

計 3,000  

（２）上記に対応する債務 （２）上記に対応する債務 

長期借入金 3,943百万円 

計 3,943  

長期借入金 3,942百万円 

計 3,942  

 ２．当社は、運転資金の効率的な調達を行なうため取

引銀行７行とコミットメントライン契約を締結し

ております。当該契約に基づく当連結会計年度末

の借入未実行残高は次のとおりであります。 

 ２．当社は、運転資金の効率的な調達を行なうため取

引銀行７行とコミットメントライン契約を締結し

ております。当該契約に基づく当連結会計年度末

の借入未実行残高は次のとおりであります。 

コミットメントの総額 10,000百万円 

借入実行残高 －  

差引額 10,000  

コミットメントの総額 10,000百万円 

借入実行残高 －  

差引額 10,000  
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（連結損益計算書関係）

前連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

※１．引当金繰入額のうち製造原価中に含まれる額 ※１．引当金繰入額のうち製造原価中に含まれる額 

賞与引当金繰入額 百万円42 賞与引当金繰入額 百万円63

※２．固定資産売却益の内容は次のとおりであります。 ※２．固定資産売却益の内容は次のとおりであります。 

土地  百万円210

工具、器具及び備品   0

計  210

工具、器具及び備品 百万円0

計  0

※３．固定資産売却損の内容は次のとおりであります。 ※３．固定資産売却損の内容は次のとおりであります。 

土地 百万円193

建物及び構築物  5

機械装置及び運搬具   0

計  199

機械装置及び運搬具 百万円1

計  1

※４．固定資産除却損の内容は次のとおりであります。 ※４．固定資産除却損の内容は次のとおりであります。 

建物及び構築物 百万円127

機械装置及び運搬具  2

工具、器具及び備品  59

ソフトウエア   0

店舗撤去費用等  220

計  410

建物及び構築物 百万円18

機械装置及び運搬具  0

工具、器具及び備品  42

ソフトウエア   1

店舗撤去費用等  18

計  80

 ５．         ――――――  ５．たな卸資産の帳簿価額切下げ 

 当連結会計年度より、たな卸資産の帳簿価額の切下

げに関する記載について、前連結会計年度末に計上し

た切下げ額の戻し入れ額は、当該戻入額と当連結会計

年度末に計上した当該切下げ額を相殺した後の金額で

表示しています。 

 なお、それぞれの当該金額は次のとおりでありま

す。  

前連結会計年度計上戻入額 百万円72

当連結会計年度計上額  33

㈱キタムラ（２７１９）　平成23年３月期　決算短信

- 23 -



前連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

※６．減損損失 

当連結会計年度において、当社グループは以下の資

産グループについて減損損失を計上しました。 

※６．減損損失 

当連結会計年度において、当社グループは以下の資

産グループについて減損損失を計上しました。 

    当社グループは、キャッシュ・フローを生み出す最小

単位として主として店舗を基本単位としてグルーピング

しております。 

 営業活動から生じる損益が継続してマイナスとなる店

舗、閉店が予定されている店舗について、帳簿価額を回

収可能額まで減額し、当該減少額を減損損失（ 百万

円）として特別損失に計上しております。その内訳は建

物及び構築物 百万円、機械装置及び運搬具 百万円、

工具、器具及び備品 百万円、長期前払費用 百万円及

びリース資産 百万円であります。 

 なお、営業店舗の回収可能価額については使用価値に

より測定しており、将来キャッシュ・フローを ％で

割り引いて算定しております。 

   また、遊休資産となった電話加入権については帳簿価

額を回収可能額まで減額し、当該減少額を減損損失（

百万円）として特別損失に計上しております。なお、当

資産グループの回収可能額は正味売却価額により評価し

ております。  

地域 用途 種類 

 北海道・東北地区 営業店舗３店舗 

建物及び構築物、

機械装置及び運搬

具、工具、器具及

び備品 

 関東地区 営業店舗13店舗 

建物及び構築物、

機械装置及び運搬

具、工具、器具及

び備品、長期前払

費用、リース資産 

 中部地区 営業店舗８店舗 

建物及び構築物、

機械装置及び運搬

具、工具、器具及

び備品 

 近畿地区 営業店舗９店舗 

建物及び構築物、

機械装置及び運搬

具、工具、器具及

び備品、長期前払

費用、リース資産 

 四国地区 営業店舗１店舗 

建物及び構築物、

工具、器具及び備

品 

 九州地区 営業店舗８店舗 

建物及び構築物、

機械装置及び運搬

具、工具、器具及

び備品、長期前払

費用 

 本社 遊休資産  電話加入権 

56

33 4

13 2

1

3.2

24

    当社グループは、キャッシュ・フローを生み出す最小
単位として主として店舗を基本単位としてグルーピング
しております。また、賃貸資産については個別物件単位
にグルーピングしております。 
 営業活動から生じる損益が継続してマイナスとなる店
舗、閉店が予定されている店舗について、帳簿価額を回
収可能額まで減額し、当該減少額を減損損失（ 百万
円）として特別損失に計上しております。その内訳は建
物及び構築物 百万円、機械装置及び運搬具４百万円、
工具、器具及び備品 百万円、長期前払費用３百万円で
あります。 

   なお、営業店舗の回収可能価額については使用価値に
より測定しており、将来キャッシュ・フローを ％で
割り引いて算定しております。 

   また、収益性の低い賃貸資産について、帳簿価額を回
収可能額まで減額し、当該減少額を減損損失（67百万
円）として特別損失に計上しております。その内訳は建
物及び構築物５百万円、土地61百万円であります。 

   なお、賃貸資産の回収可能価額については使用価値に
より測定しており、将来キャュシュ・フローを3.2％で
割り引いて算定しております。 

地域 用途 種類 

 北海道・東北地区 営業店舗３店舗 

建物及び構築物、

機械装置及び運搬

具、工具、器具及

び備品、長期前払

費用 

 関東地区 営業店舗12店舗 

建物及び構築物、

機械装置及び運搬

具、工具、器具及

び備品、長期前払

費用 

 中部地区 営業店舗５店舗 

建物及び構築物、

機械装置及び運搬

具、工具、器具及

び備品 

 近畿地区 営業店舗２店舗 

建物及び構築物、

機械装置及び運搬

具、工具、器具及

び備品、長期前払

費用 

 中国地区 営業店舗２店舗  

建物及び構築物、

機械装置及び運搬

具、工具、器具及

び備品  

 四国地区 

営業店舗３店舗 

建物及び構築物、

工具、器具及び備

品 

賃貸資産 
建物及び構築物、

土地 

 九州地区 営業店舗２店舗 

建物及び構築物、

機械装置及び運搬

具、工具、器具及

び備品 

65

43
13

3.0
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当連結会計年度（自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日） 

※１ 当連結会計年度の直前連結会計年度における包括利益 

  

※２ 当連結会計年度の直前連結会計年度におけるその他の包括利益 

  

  

前連結会計年度（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 (注)普通株式の自己株式の増加株式数400,308株は取締役会決議に基づく自己株式の取得による増加400,000株、単元未

満株式の買取による増加308株であります。  

  

 ２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

前連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

 ７.         ――――――  ７．災害による損失は東日本大震災によるもので、その

内訳は次のとおりであります。 

  固定資産除却損（石巻、気仙沼、

多賀城、境町地区） 
   17百万円

たな卸資産除却関係    29 

  被災店舗の固定費用   121 

計   168 

（連結包括利益計算書関係）

親会社株主に係る包括利益 百万円100

少数株主に係る包括利益  △26

計  74

その他有価証券評価差額金 百万円66

子会社清算に伴う剰余金の減少   △2

計  64

（連結株主資本等変動計算書関係）

  
前連結会計年度末
株式数（株） 

当連結会計年度増
加株式数（株） 

当連結会計年度減
少株式数（株） 

当連結会計年度末
株式数（株） 

発行済株式         

普通株式  17,918,252 － －  17,918,252

合計  17,918,252 － －  17,918,252

自己株式         

普通株式  409,030  400,308 －  809,338

合計  409,030  400,308 －  809,338

区分 新株予約権の内訳 

新株予約権
の目的とな
る株式の種
類 

新株予約権の目的となる株式の数（千株）  
当連結会計
年度末残高
（百万円）

前連結会計
年度末 

当連結会計
年度増加 

当連結会計
年度減少 

当連結会計
年度末 

提出会社

（親会社） 

ストック・オプションとして

の新株予約権 
－   －  －  －  －  －

連結子会社 － －  －  －  －  －  －

合計 －  －  －  －  －  －
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３．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

(2）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの 

  

当連結会計年度（自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 (注)普通株式の自己株式の増加株式数214,057株は取締役会決議に基づく自己株式の取得による増加213,600株、単元未

満株式の買取による増加457株であります。  

  

 ２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

３．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

(2）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの 

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり配当額
（円） 

基準日 効力発生日 

平成21年６月24日 

定時株主総会 
普通株式  350  20 平成21年３月31日 平成21年６月25日

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

配当の原資 
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成22年６月23日 

定時株主総会 
普通株式  342 利益剰余金   20 平成22年３月31日 平成22年６月24日

  
前連結会計年度末
株式数（株） 

当連結会計年度増
加株式数（株） 

当連結会計年度減
少株式数（株） 

当連結会計年度末
株式数（株） 

発行済株式         

普通株式  17,918,252  －  －  17,918,252

合計  17,918,252  －  －  17,918,252

自己株式         

普通株式  809,338  214,057  －  1,023,395

合計  809,338  214,057  －  1,023,395

区分 新株予約権の内訳 

新株予約権
の目的とな
る株式の種
類 

新株予約権の目的となる株式の数（千株）  
当連結会計
年度末残高
（百万円）

前連結会計
年度末 

当連結会計
年度増加 

当連結会計
年度減少 

当連結会計
年度末 

提出会社

（親会社） 

ストック・オプションとして

の新株予約権 
－   －  －  －  －  －

連結子会社 － －  －  －  －  －  －

合計 －  －  －  －  －  －

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり配当額
（円） 

基準日 効力発生日 

平成22年６月23日 

定時株主総会 
普通株式  342  20 平成22年３月31日 平成22年６月24日

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

配当の原資 
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成23年６月23日 

定時株主総会 
普通株式  337 利益剰余金   20 平成23年３月31日 平成23年６月24日
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（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

※１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係 

※１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係 

現金及び預金勘定 4,907百万円 

流動資産のその他勘定に

含まれる有価証券 
34  

預入期間が３カ月を超え

る定期預金 
△1,257  

現金及び現金同等物 3,684  

現金及び預金勘定 5,397百万円 

流動資産のその他勘定に

含まれる有価証券 
34  

預入期間が３カ月を超え

る定期預金 
△867  

現金及び現金同等物 4,564  
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 リース取引、関連当事者情報、税効果会計、金融商品、有価証券、デリバティブ取引、退職給付、ストック・オプ

ション等、企業結合等、資産除去債務、賃貸等不動産に関する注記事項については、決算短信における開示の必要性

が大きくないと考えられるため開示を省略しております。 

  

 当社は、前連結会計年度については、映像・情報関連事業の売上高、営業利益又は損失及び資産の金額は、全

セグメントの売上高の合計、営業利益又は損失及び全セグメント資産の金額の合計額に占める割合がいずれも

90％超であるため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。 

  

 当社は、前連結会計年度については、本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がない

ため該当事項はありません。 

  

 当社は、前連結会計年度については、海外売上高がないため該当事項はありません。 

  

  

当連結会計年度（自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日） 

１．報告セグメントの概要 

 当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が経営資源

の分配の決定及び業績を評価するために、定期的な検証を行う対象となっているものであります。 

 当社は、多様化する顧客のニーズに合わせた販売形態を主軸としながら、取り扱う商品・サービスについて包

括的な戦略を立案し事業活動を展開しております。 

 したがって、販売形態別のセグメントから構成されており、「店舗販売事業」、「通信販売事業」、「レンタ

ル事業」及び「服飾卸販売事業」の４つを報告セグメントとしております。 

 「店舗販売事業」はカメラ等販売、写真プリントサービス、証明写真や記念写真の撮影サービス等を店頭にて

提供しております。 

 「通信販売事業」はインターネットを経由したデジタルカメラ及び家電製品の販売、写真プリントサービス等

を中心に提供しております。 

 「レンタル事業」はカルチュア・コンビニエンス・クラブ株式会社のフランチャイジーとしてＤＶＤやＣＤの

レンタルを中心に「ＴＳＵＴＡＹＡ」事業を行っております。 

 「服飾卸販売事業」は「ＯＵＴＤＯＯＲ ＰＲＯＤＵＣＴＳ」を中心とした服飾雑貨の輸入卸販売を行ってお

ります。  

  

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法 

 報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に

おける記載と概ね同一であります。 

 報告セグメントの利益は、経常利益ベースの数値であります。 

 セグメント間の内部収益及び振替高は市場実勢価格に基づいております。  

（開示の省略）

（セグメント情報等）

ａ．事業の種類別セグメント情報

ｂ．所在地別セグメント情報

ｃ．海外売上高

ｄ．セグメント情報
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３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報  

                       （単位：百万円） 

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、医療用機器販売事業等を含

んでおります。 

２．セグメント利益の調整額△281百万円には、当社グループ間の受取配当金の相殺△302百万円、グループ

会社間の未実現損益の調整による影響額21百万円が含まれております。 

３．セグメント利益は、連結財務諸表の経常利益と調整を行なっております。 

４．会計方針の変更 

 「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」４．（３）に記載のとおり当連結会計年度より販売

商品の５年間保証に係る収入及び修理費用の会計処理を変更しております。この変更に伴い、従来の方法

によった場合に比べて売上高は、店舗販売で721百万円、通信販売で22百万円増加しております。なお、当

該変更のセグメント利益に与える影響はありません。 

  

報告セグメント

その他

（注）１ 
合計 

調整額

（注）２ 

連結

財務諸表 
計上額 

（注）３
店舗販売 通信販売 レンタル

服飾卸

販売  
計

売上高                 

外部顧客への売上高  113,823  14,847 5,295  1,455 135,422 9,128  144,551 － 144,551

セグメント間の内部売上

高又は振替高  1  400 －  110 512 188  700 △700 －

計  113,825  15,247 5,295  1,566 135,935 9,316  145,251 △700 144,551

セグメント利益  1,355  102 204  284 1,947 349  2,296 △281 2,015

セグメント資産  55,337  2,384 1,575  511 59,809 4,488  64,298 △5,946 58,351

セグメント負債  38,428  2,189 1,488  303 42,411 3,059  45,470 △4,419 41,050

その他の項目                 

減価償却費  2,062  12 43  0 2,118 83  2,201 10 2,212

負ののれん償却額  470  － －  － 470 －  470 － 470

受取利息  54  0 0  0 54 3  58 △47 11

支払利息  257  11 16  1 286 19  306 △46 259

特別利益  3  4 －  13 21 28  49 － 49

（貸倒引当金戻入益）  3  4 －  13 21 28  49 － 49

特別損失  628  1 0  － 630 5  636 － 636

（固定資産除却損）  59  1 0  － 61 0  61 － 61

（減損損失）  132  － －  － 132 －  132 － 132

（投資有価証券評価損）  126  － －  － 126 －  126 － 126

（災害損失）  168  － －  － 168 －  168 － 168

（５年間保証引当金繰

入） 
 62  － －  － 62 －  62 － 62

（資産除去債務影響額）  63  － －  － 63 －  63 － 63

セグメント有形固定資産

及び無形固定資産の増加

額 

 1,555  33 326  1 1,915 80  1,996 7 2,003
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当連結会計年度（自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日） 

１．製品及びサービスごとの情報 

 製品及びサービスの区分が報告セグメント区分と同一であるため、記載を省略しております。   

  

２．地域ごとの情報 

 (1）売上高 

  本邦以外の外部顧客への売上高がないため、該当事項はありません。  

  

 (2）有形固定資産 

  本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。  

  

３．主要な顧客ごとの情報 

 外部顧客への売上高のうち、連結損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないため、記載はありませ

ん。 

  

  

当連結会計年度（自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日） 

 （固定資産の係る重要な減損損失） 

 当連結会計年度において、固定資産に係る重要な減損損失はありません。   

  

  

当連結会計年度（自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日） 

 （のれんの金額の重要な変動） 

 当連結会計年度において、のれんの金額の重要な変動はありません。   

  

  

当連結会計年度（自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日） 

 （重要な負ののれんの発生益） 

 当連結会計年度において、重要な負ののれん発生益はありません。  

  

ｅ．関連情報

ｆ．報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報

ｇ．報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報

ｈ．報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報
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 (注)１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

 前連結会計年度及び当連結会計年度については、重要な後発事象に該当する事項はありません。 

（１株当たり情報）

前連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

１株当たり純資産額 円 銭990 24

１株当たり当期純利益金額 円 銭1 99

１株当たり純資産額 円 銭1,019 46

１株当たり当期純利益金額 円 銭42 19

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しない

ため記載しておりません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しない

ため記載しておりません。 

  
前連結会計年度 

(自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日) 

１株当たり当期純利益金額     

当期純利益（百万円）  34  716

普通株主に帰属しない金額（百万円）  －  －

普通株式に係る当期純利益（百万円）  34  716

期中平均株式数（千株）  17,312  16,990

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後

１株当たり当期純利益の算定に含めなかった

潜在株式の概要 

 平成16年６月29日定時株主総会

決議によるストックオプション

（新株予約権の数 個） 557

 平成16年６月29日定時株主総会

決議によるストックオプション

（新株予約権の数 個） 557

（重要な後発事象）
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５．個別財務諸表 
（１）貸借対照表 

（単位：百万円）

前事業年度 
(平成22年３月31日) 

当事業年度 
(平成23年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 4,294 4,499

受取手形 9 5

売掛金 4,166 3,158

有価証券 34 34

商品 10,668 9,948

貯蔵品 810 874

前渡金 0 0

前払費用 622 662

繰延税金資産 382 439

関係会社短期貸付金 3,480 2,380

未収入金 4,889 4,249

その他 241 300

貸倒引当金 △0 △0

流動資産合計 29,599 26,552

固定資産   

有形固定資産   

建物 10,279 10,591

減価償却累計額 △6,286 △6,950

建物（純額） 3,992 3,641

構築物 1,830 1,833

減価償却累計額 △1,422 △1,475

構築物（純額） 408 357

機械及び装置 589 647

減価償却累計額 △249 △366

機械及び装置（純額） 339 280

工具、器具及び備品 6,605 6,410

減価償却累計額 △5,032 △5,062

工具、器具及び備品（純額） 1,572 1,347

土地 5,095 5,033

リース資産 256 512

減価償却累計額 △104 △204

リース資産（純額） 151 307

建設仮勘定 1 8

有形固定資産合計 11,562 10,976

無形固定資産   

電話加入権 137 137

借地権 442 442

商標権 91 81

ソフトウエア 1,713 1,652

ソフトウエア仮勘定 16 2

無形固定資産合計 2,401 2,314
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（単位：百万円）

前事業年度 
(平成22年３月31日) 

当事業年度 
(平成23年３月31日) 

投資その他の資産   

投資有価証券 622 505

関係会社株式 1,487 1,687

出資金 0 0

長期貸付金 21 26

長期前払費用 411 335

繰延税金資産 2,092 1,919

敷金及び保証金 10,300 9,953

仕入先長期積立金 518 523

破産更生債権等 6 5

その他 45 43

貸倒引当金 △59 △62

投資その他の資産合計 15,447 14,938

固定資産合計 29,411 28,229

資産合計 59,011 54,781

負債の部   

流動負債   

支払手形 7,594 5,811

買掛金 7,465 7,049

短期借入金 1,700 2,000

1年内返済予定の長期借入金 7,590 6,827

1年内償還予定の社債 40 －

リース債務 68 136

未払金 2,068 1,523

未払費用 1,506 1,756

未払法人税等 372 350

未払消費税等 8 297

前受金 67 49

預り金 55 59

賞与引当金 684 848

設備関係支払手形 83 45

前受収益 － 8

その他 30 5

流動負債合計 29,334 26,767

固定負債   

長期借入金 8,890 7,279

リース債務 89 185

退職給付引当金 2,362 2,583

役員退職慰労引当金 424 441

商品保証引当金 － 157

資産除去債務 － 123

負ののれん 940 470

その他 206 202

固定負債合計 12,915 11,443

負債合計 42,249 38,211
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（単位：百万円）

前事業年度 
(平成22年３月31日) 

当事業年度 
(平成23年３月31日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 2,852 2,852

資本剰余金   

資本準備金 2,419 2,419

資本剰余金合計 2,419 2,419

利益剰余金   

利益準備金 150 150

その他利益剰余金   

買換資産圧縮積立金 11 9

別途積立金 9,645 9,645

繰越利益剰余金 2,077 1,980

利益剰余金合計 11,885 11,786

自己株式 △440 △539

株主資本合計 16,716 16,519

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 45 51

評価・換算差額等合計 45 51

純資産合計 16,761 16,570

負債純資産合計 59,011 54,781
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（２）損益計算書 

（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

売上高 114,490 113,825

売上原価   

商品期首たな卸高 11,810 11,458

当期商品仕入高 65,035 64,707

当期外注加工費 4,080 3,523

合計 80,927 79,689

他勘定振替高 1,804 1,572

商品期末たな卸高 10,588 10,821

商品売上原価 68,533 67,295

売上総利益 45,956 46,529

販売費及び一般管理費   

広告宣伝費 1,640 1,773

運賃及び荷造費 474 408

販売促進費 1,834 1,939

支払手数料 4,429 4,560

役員報酬 209 184

給料及び手当 13,687 14,166

賞与 1,304 775

賞与引当金繰入額 684 848

退職給付費用 406 460

役員退職慰労引当金繰入額 66 34

福利厚生費 2,376 2,544

賃借料 9,753 9,434

減価償却費 2,027 2,062

水道光熱費 1,372 1,352

事務用消耗品費 1,115 735

貸倒引当金繰入額 － 2

その他 5,471 4,648

販売費及び一般管理費合計 46,855 45,931

営業利益又は営業損失（△） △898 597

営業外収益   

受取利息 92 65

受取配当金 515 313

受取手数料 60 64

受取保証料 713 －

仕入割引 45 35

負ののれん償却額 470 470

その他 170 108

営業外収益合計 2,068 1,057
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（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

営業外費用   

支払利息 271 257

支払手数料 39 44

貸倒引当金繰入額 － 6

その他 36 7

営業外費用合計 347 316

経常利益 822 1,339

特別利益   

固定資産売却益 0 0

投資有価証券売却益 － 0

貸倒引当金戻入額 2 3

特別利益合計 2 3

特別損失   

固定資産売却損 7 －

固定資産除却損 285 72

減損損失 75 132

災害による損失 － 168

投資有価証券評価損 － 126

リース解約損 7 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 63

過年度商品保証引当金繰入額 － 61

その他 － 1

特別損失合計 375 625

税引前当期純利益 449 717

法人税、住民税及び事業税 267 362

法人税等調整額 △69 111

法人税等合計 198 473

当期純利益 251 243
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（３）株主資本等変動計算書 

（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 2,852 2,852

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 2,852 2,852

資本剰余金   

資本準備金   

前期末残高 2,419 2,419

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 2,419 2,419

資本剰余金合計   

前期末残高 2,419 2,419

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 2,419 2,419

利益剰余金   

利益準備金   

前期末残高 150 150

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 150 150

その他利益剰余金   

買換資産圧縮積立金   

前期末残高 11 11

当期変動額   

買換資産圧縮積立金の取崩 △0 △1

当期変動額合計 △0 △1

当期末残高 11 9

別途積立金   

前期末残高 9,645 9,645

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 9,645 9,645

繰越利益剰余金   

前期末残高 2,176 2,077

当期変動額   

剰余金の配当 △350 △342

当期純利益 251 243

買換資産圧縮積立金の取崩 0 1

当期変動額合計 △98 △96

当期末残高 2,077 1,980
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（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

利益剰余金合計   

前期末残高 11,983 11,885

当期変動額   

剰余金の配当 △350 △342

当期純利益 251 243

当期変動額合計 △98 △98

当期末残高 11,885 11,786

自己株式   

前期末残高 △269 △440

当期変動額   

自己株式の取得 △171 △98

当期変動額合計 △171 △98

当期末残高 △440 △539

株主資本合計   

前期末残高 16,986 16,716

当期変動額   

剰余金の配当 △350 △342

当期純利益 251 243

自己株式の取得 △171 △98

当期変動額合計 △270 △196

当期末残高 16,716 16,519

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 △20 45

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 66 5

当期変動額合計 66 5

当期末残高 45 51

評価・換算差額等合計   

前期末残高 △20 45

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 66 5

当期変動額合計 66 5

当期末残高 45 51

純資産合計   

前期末残高 16,965 16,761

当期変動額   

剰余金の配当 △350 △342

当期純利益 251 243

自己株式の取得 △171 △98

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 66 5

当期変動額合計 △204 △190

当期末残高 16,761 16,570
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 該当事項はありません。 

   

（１）役員の異動 

 ①代表取締役の異動 

   該当事項はありません。 

 ②その他の役員の異動 

  開示すべき事項が発生した際に適切に開示いたします。      

（２）その他 

 該当事項はありません。  

(4）継続企業の前提に関する注記

６．その他
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